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住まいに関する相談状況、入居相談の理由

○ 居住支援法人に寄せられる住まいに関する相談件数は、近年増加傾向。

○ 入居相談の理由は、病院や施設からの退院退所、同居の解消、家賃負担や近隣トラブル、失業や収入減、
現住居の取り壊しなど多岐にわたる。

住まいに関する年間相談件数
（居住支援法人1団体あたり）

（件）

出典：令和５年度国土交通省実施調査 出典：令和４年度国土交通省実施調査

（回答数：82団体（5か年継続して相談を行った団体））
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退院や施設からの退所

同居の解消（自立、独立、離婚、DVによる避難等）
災害

現在居住している民間賃貸住宅の取り壊し

その他

※低額所得者：生活保護受給者・生活自立相談事業対象者を含む

n：相談者数（重複あり）
※対象365団体が任意の相談者5名について回答

属性別の入居相談（転居が必要な）の理由
（居住支援法人に寄せられた入居相談）
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住宅確保要配慮者に対する大家等の意識及び入居制限の理由
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【住宅確保要配慮者の入居に対する賃貸人（大家等）の意識】

○ 住宅確保要配慮者の入居に対し、賃貸人（大家等）の一定割合は拒否感を有している。

○ 入居制限の理由として、他の入居者・近隣住民との協調性に対する不安、家賃の支払いに対する不安、居
室内での死亡事故等に対する不安などが主な理由となっている。
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従前＊と変わらず拒否感はない 従前＊は拒否感があったが現在はない
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他の入居者・近隣住民との協調性に
対する不安

家賃の支払いに対する不安

居室内での死亡事故等に対する不安

住宅の使用方法等に対する不安

習慣・言葉が異なることへの不安

入居者以外の者の出入りへの不安

生活サイクルが異なることへの不安

主な入居者と異なる属性の入居による
住環境の変化への不安

（％）

【賃貸人（大家等）の入居制限の理由】

出典：令和３年度国土交通省調査
3※（公財）日本賃貸住宅管理協会の賃貸住宅管理業に携わる会員を対象にアンケート調査を実施（回答者数：187団体）

＊５年前との比較 出典：令和３年度国土交通省調査
※（公財）日本賃貸住宅管理協会の賃貸住宅管理業に携わる会員のうち、
入居制限を行っている団体を対象に入居制限の理由を複数回答



住宅確保要配慮者の入居に際し、大家等が求める居住支援策

世帯
属性

必要な居住支援策（複数回答） ●50％以上 ◎40～49％ ○30～39％

入居を
拒まない物件の
情報発信

家賃債務保証の
情報提供

契約
手続きの
サポート

見守りや生活
支援

入居
トラブルの
相談対応

金銭・
財産
管理

死亡時の残存家
財
処理

高齢単身
世帯

◎
(49％)

●
(61％)

●
(61％)

高齢者
のみの
世帯

○
(32％)

◎
(48％)

●
(58％)

●
(50％)

障がい者
のいる
世帯

◎
(42%)

○
(32%)

●
(60％)

◎
(48％)

低額所得
世帯

○
(37％)

●
(61％)

○
(31％)

○
(38％)

○
(37%)

ひとり親
世帯

○
(37%)

●
(52％)

◎
(42％)

○
(35％)

子育て
世帯

○
(38%)

◎
(43％)

○
(33％)

◎
(47％)

外国人
世帯

◎
(43％)

◎
(45％)

◎
(44％)

●
(76％)

（回答数1,988件）＜全国の不動産関係団体等会員事業者に対するアンケート調査結果＞

出典：令和元年度国土交通省調査 4


